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（目的） 

第１条 本規程は、一般社団法人日本作業療法士協会作業療法士の職業倫理指針第１３項

及び第１４項、並びに臨床研究に関する倫理指針（平成２０年厚生労働省告示第４１５号）

及び一般社団法人日本作業療法士協会が行う研究に関する倫理指針に基づき、一般社団法

人日本作業療法士協会（以下、本会）が行う研究に関わる問題を審査する研究倫理審査委

員会（以下、委員会）の活動に関して必要な事項を定める。 

 

（審査対象） 

第２条 委員会は、前条に規定する倫理指針に関わる研究を実施する場合を対象として、

科学的合理性及び倫理的妥当性の両面を審査する。 

２ 本会で前項の研究を実施しようとする者は、本規程に基づき、会長に申請しなければ

ならない。 

 

（委員会の組織） 

第３条 委員会は、会長の諮問機関として次に掲げる者をもって組織する。 

（１）業務執行理事１名 

（２）本会会員３名 

（３）医学・医療の専門家等自然科学の有識者１名 

（４）法律学の専門家人文・社会科学の有識者１名 

（５）一般の立場を代表する者１名 

 

（委員会の運営） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は、会務を統括する。 

４ 副委員長は、委員長の職務を補佐する。 

５ 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代行する。 

 

（議事） 

第５条 審査会は、委員長が必要に応じて開催する。 

２ 審査会は、委員の過半数の出席がなければ、合意又は議決することができない。 



３ 委員長が必要と認めたときは、案件ごとに委員以外の出席を求め、その意見を聞くこ

とができる。 

４ 審査会の合意及び議決に当たっては、委員及び事務局員以外の者は退場しなければな

らない。 

５ 審査の判定は、出席委員の合意を原則とする。ただし、委員長が必要と認める場合は、

議決をもって判定することができる。議決は過半数で決し、可否同数の時は委員長が決定

する。 

６ 判定は、次に掲げる表示による。 

（１）非該当 

（２）承認 

（３）条件付承認 

（４）変更の勧告（要再申請） 

（５）不承認 

７ 委員長は、申請された研究計画書等に基づき、迅速に審査を行い、判定について速や

かに会長に報告しなければならない。 

８ 審査経過及び判定は記録として保存し、公開できるようにする。 

 

（申請手続、判定の通知及び研究成果の報告） 

第６条 審査を申請しようとする研究者は、別に定める申請書に必要事項を記入し、必要

な資料を添えて、会長に提出しなければならない。 

２ 申請をした研究者等又はその申請の内容を熟知する者は、委員長の求めがあった場合

には、審査会に出席し、研究計画等を説明しなければならない。 

３ 会長は審査会の意見を尊重し、当該申請のあった研究計画等の可否を裁定し、その判

定結果を文書により申請者に通知しなければならない。 

４ 前項の通知をするに当たって、審査の判定が、前条第６項の（３）（４）（５）に該

当する場合には、その条件若しくは変更又は不承認の理由等を記載しなければならない。 

５ 前第３項の通知に対して、申請者は書面をもって会長に不服申し立てができる。会長

は、提出された不服申し立てについて、審査会に意見を求めなければならない。 

６ 申請者は、承認された研究計画等による研究成果を公表した場合には、会長に報告し

なければならない。 

 

（委員の守秘義務） 

第７条 審査会の委員は、審査等を行う上で知り得た個人及び研究計画書に関する情報を

法令に基づく場合など正当な理由なしに漏らしてはならない。委員を退いた後も同様とす

る。 

 



（規程等の変更） 

第８条 この規程に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、委員会の審議

を経て理事会の議決によらなければならない。 

 

 

附則 

本規程は、平成２６年１２月２０日より施行する。 


